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論 文 内 容 の 要 旨
本論文は
ⅰ カンボジア王国における紛争終結後の復興支援政策である「カンボジア国軍除隊兵士自立支援政策
（CVAP）」を研究対象としてとりあげている。
ⅱ その課題達成の成否を学術的に吟味することを目的にしている。
ⅲ 現地調査を行い、そのデータをもとに議論し検証することを課題としている。
本論文の構成は部章および序論と結論、そして現地調査の経緯や実施機関との距離のとり方などを
明記した「あとがき」より成る。テーマの展開に即して論文の要旨を述べる。
序論：開発途上国の社会政策の研究方法論、および開発主義、開発支援の歴史的な展開過程を述べ、本論
文の全体構造について概説している。社会政策の研究方法論は表象理論、解釈理論（分析的研究）、
規範理論というつに分類されるが、中でも開発途上国の社会政策が対象とする問題を、抽象的・理
論的に説明する分析的研究は少ないこと、従ってそうした研究が取り組まれる必要性を述べ、本研究
の位置づけを明らかにしている。さらになぜ CVAP（Cambodia Veterans Assistance Program）な
のか、その研究の「独創性」と「研究対象としての魅力」、そしてそれが「今、研究されること」の
意義が述べられている。
まず CVAP が研究対象として持つ面白みは、CVAP が紛争終結国除隊兵士の地域社会への再統合とい
う開発援助政策の基本テーマに関わるものであり、従ってそこから普遍的な解決モデルが構築できるので
はないかという点にある。とりわけ CVAP への支援が世銀にとって東アジア地域で初めての国家 DDR
（Disarmament Demobilization and Reintegration）政策への参画となっている点、そして日本にとっても
他国のDDR政策に参画する初めての経験であるという点は重要で、アジア地域における復興支援政策の
あり方がどのような成果を生み出したのかを検証することにつながり、今後の基盤的な研究の蓄積とな
る。
もう一点は、CVAP は紛争終結―1991年のパリ和平協定の成立―から10年後の2001年に施行されたが、
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この時間のズレの故に、本来は「貧困削減」という新生国家のガヴァナンス改革における目標とされるも
のが CVAP に盛り込まれることになり、CVAP には復興支援政策として除隊兵士を地域に戻す活動だけ
ではない、ガヴァナンス改革の一環としての位置づけもなされることになったという二重構造の面白さが
ある。これが CVAP を他国の国家 DDR とは異なる活動形態にするのだが、逆にそこから地域での貧困
者に対する支援の形が構築されていくことにもつながってくることが検証されることになった。
研究対象として40年余にわたる内戦によって混迷をきわめるカンボジアという国の特殊性も大きい。
CVAP は社会再統合過程において除隊兵士が地域に戻っていくが、一般住民と除隊兵士の対立はどのよ
うに解消されていくのかという地域コンフリクトの問題を内包する課題であり、持続的な生活支援を考え
る上で重要な意味を持つことが理解された。今日的には、現在、ポルポト政権時代の虐殺に関して国際法
廷が開廷されているが、その時代を生き延びた兵士達についての情報、とりわけその生活の現状は知られ
ていない。これこそが本論文が「今」書かれる意義につながってくる。
そして最後に CVAP に関しての先行研究が日本人研究者のものに限られている点も重要である。それ
は CVAP の立ち上げからほぼ最終段階の2007年10月までこのプログラムに関わったのが、外部国として
は日本だけであったという事実、及び主要な報告書、論文が日本語で公刊されている事に由来する。
CVAP の問題は今後は比較の視座から議論される必要があり、そうした意味からは今後本論文に課せら
れるであろう役目は重いであろう（例えば英訳して刊行するなど）。
第
部：第ｌ章において本研究の背景と目的、および問題意識が述べられ、先行する研究、国家DDRの
経緯および CVAP の位置づけ、除隊システムとその課題などが詳述され、第章においては歴史
的にカンボジア国軍の沿革がたどられている。そして、第章において仮説検証の分析方法論とし
てのフリードベルクの組織社会学理論について概要を述べている。
まず、CVAP とはカンボジアの動員解除評議会が2001年から実施している国家 DDR事業であり、社
会・経済開発のための課題解決を目的に計画されたものである。CVAP の設立の背景ともなる課題とは、
第一は国家財政の健全化である。これまでの内戦による過剰な軍事費、とりわけその大半を占める軍人へ
の給与支払いをなくし、その分の予算を社会、経済開発部門に振り分けることで膨大な軍事費を削減させ、
国の経済の活性化を図ることである。膨大な軍事費を占める兵士数は CVAP 策定の1998年時点で概算約
14万人余と言われ、それを期に分けて約万人削減する計画が立てられたが、現実にそれが遂行された
のは本論文で対象とする第一期のｌ万千人削減である。そして、第二の課題が社会再統合過程である。
国軍兵士の高齢化、虚弱化および障害、傷病化は懸案とされており、本論文の調査地であるシアムリアプ
州では除隊登録兵士1760名中、1413名（80％）がカテゴリーに分類される障害、傷病、高齢兵である。
彼らを地域社会に戻し、その生活の持続可能性を支援していくことが CVAP の自立支援プログラムであ
る。
以上の課題達成の成否について、本論文は次のつの視座から CVAP の全体像を把握していく方法を
とっている。第一点は、CVAP が一定の課せられた課題を達成しているか否かという「政策課題達成と
いう視座」からの考察、二点目は「支配システムの視座」からの考察、そして三点目が CVAP の政策目
標である社会再統合を「持続的な社会福祉の実現という視座」から考察する方法である。
これらの考察を理論的に行うために本論文では組織社会学における「システム／行為者」という構造的
な捉え方を援用し、本研究の主要部分となるつの仮説を導き出している。仮説を単にこれまでの先行研
究に対するアンチテーゼとして提示し議論するのではなく、「システム→政策策定者」の側からの視点と
「行為者→政策対象者（除隊兵士）」の側からの視点の二つの視点の対立、ずれ等によって導き出した点、
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さらに戦略分析の視覚から当事者の政策に対する対応を、構造化された場（現地）における「合理的な選
択＝戦略」として把握し、除隊兵士の対応（年金受給権を売り渡す等の行為）も、生き残るためには「合
理的」であったことを実証することによって、政策の「失敗」（政策立案時に当然予期可能であった）を
論証した点などが、本論文の特徴である。もとより組織社会学は現代社会における組織の分析をその主題
としているが、戦略の成否を主要な要因に分けて分析していく手法は、途上国の社会政策である CVAP
を議論する際にも有効であるばかりか、そうした視点からの分析がこれまでになかったという意味におい
てもユニークな試みであった。
第部：第ｌ部で議論した仮説および分析方法論に基づいて、現地調査による事例の検証がなされた。本
論文の主要な部分であり、∼章のつの章によって構成されている。
まず、第章ではカンボジアのおかれている現状、さらに本論文で対象とするシアムリアプ州に焦点を
当てて除隊兵士の帰郷する地域の問題が論じられた。
第章から第章では聞き取り調査等によって得られたデータに基づいて事例を分析し、議論し、検証
が行われた。調査地はシアムリアプ州、調査対象は CVAP 施行によるカンボジア国軍除隊兵士である。
調査時期は2007∼2009年である。方法はタウン部（バンテアイチェス小学校）での技能訓練を受講中の除
隊兵士、および名簿によるシアムリアプ州近郊のヴァリン郡、アンコールトム郡の既卒除隊兵士である。
（※聞き取り結果が学術的に公表されることに関して、被調査者の同意も得られている）
第章では「仮説
：除隊はリストラではなく、DDR計画における整合的な戦略である」が、当該除
隊兵士の疫学的な特徴、実際の技能訓練の実施状況などの基本的事実を踏まえ、フォーカスグループ調査
(実際に戦闘に関わった除隊兵士61人への半構造化された聞き取り調査)によって論証された。
第章では「仮説：『除隊兵士の自立の失敗』すなわち『貧困への転落』は『兵士の脆弱性』ではな
く政策の問題である」が、アンケートによる構造化された調査（バンテアイチェス小学校での除隊兵士
126名を対象）によって論証された。とりわけ小学校を借り切って行われた除隊兵士の技能訓練所での126
名へのアンケート調査は貴重な一次資料となると思われる。なぜならカンボジア政府はこうした調査を
行っておらず、除隊兵士達は技能訓練終了後はそれぞれの居住地にもどり、おそらく二度と同じように集
まることはないからだ。
そして、第章では「仮説：『自立』が成功している除隊兵士とそうでない除隊兵士の差は SC（ソー
シャルキャピタル＝社会関係資本）の有無である」が、自由な聞き取り調査（シアムリアプ州のヴァリン
郡、アンコールトム郡の地域において、除隊し技能訓練を受講した後、地域社会で暮らしている名の
元兵士（
人はその妻）からの会話による聞き取り）によって論証された。以上の調査を通じて紛争処理
の一環として行われる自立支援政策が果たして紛争後の地域に住む人々の生活を担保しているのか、効果
的な支援になっているのかという問いに対する答えが明らかにされた。
第部：第部の結果からは社会再統合の大きな要因が家族や地域での相互扶助にあることが見出されて
おり、第部においてはこの議論を事例に沿ってさらに展開し、深めていくことが試みられている。
第章では CVAP に内在化されているリファラルシステム（Referral System以下 RS）の概要とその
課題点が考察された。社会再統合とは国軍除隊兵士が地域にもどり、そこで技能などを生かして「自立」
して持続可能な生活を送れるよう支援する活動の全体を指すが、ここでは「自立支援」政策のもつ負の側
面、すなわち「自立」こそが援助依存を断ち切り、望ましい個人を創りあげるという「自立イデオロギー」
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についても議論され、それは就業など安定的な生活への環境が整った社会でこそ初めて可能となるので
あって、政治・経済的に弱い基盤のカンボジアでは、自立イデオロギーはむしろ生活困窮者を差別化する
切り札となり得る点が、具体的な事例を吟味することによって実証された。
第章では近年の SC についての議論が整理され、カンダール州でのコミューンでの取り組みを事例と
して SC の新たな展開が議論されている。元来カンボジアにおける福祉は家族、親族などによるボンディ
ング（結合型）な SC と、仏教寺院を中心とした「施与」によって担われてきたが、歴史の章でも述べら
れているようにポル・ポト政権時代に村落間の強制移動が頻繁に行われ、仏教寺院等も悉く破壊されるな
どしたため、村落における地縁・血縁などの原初的な SC が貧困者のセーフティネットにはなりにくい現
状がある。CVAPが施行された時点では復興支援もある程度進み、ボンディングな形の SC も一部では期
待できるものの、現在のカンボジアの貧困の現状を考える時、より基盤の安定した、かつより包括的な
セーフティネットが必要である。本章ではこうした現状を述べ、むしろ地域共同体と、政府や NPO、
NGOなど外部機関の働きかけとをブリッジングする接合型の、新たな SC が創出され展開していく過程
にこそ、今後のカンボジアの貧困削減と人的資源の構築という未来が見出されるのではないかと述べられ
ている。
結論：CVAP の目標は増大する軍事費の削減による経済的効果の実現と、除隊された兵士達の社会再統
合であった。それを「課題達成の成否」という視覚から検証し、その政策上の問題点、除隊兵士の自
立支援および SC の関係性が総括された。そして、今後のポスト・コンフリクト国における貧困削減
と自立支援に関する提言と研究上の課題が示され、本論文は締めくくられている。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文は「カンボジア国軍除隊兵士自立支援政策」（CVAP）という、カンボジア政府が実施し、日本
政府が ODA（政府開発援助）として深く関与した国際協力施策に関する実践的研究である。とくに
CVAP の本格的な立ち上げから、ほぼ最終段階と看做せる2007年10月まで、このプログラムに関わった
のが外部ドナー国としては日本だけであったという事実、そのことが本論文に特段の意義をもたせる結果
となっている。なぜなら、日本の ODAが各開発途上国の、それも最末端の被援助者に本当の意味で届い
ているのか―つまりは援助を必要とする人びとの生活改善に役立ったのか―といった、しばしば耳にする
疑問に、本論文は示唆に富む情報を提供しているからである。
というのも、一時的な支援（除隊パッケージの提供）現場からデータを得るだけではなく、本論文の著
者は、さらに時間をおいた後に、除隊兵士の生活情況(ないし帰還した地域社会への「再統合」の程度)を
知るべく自らフィールド調査を重ねているのである。かつ、そのフィールド調査に当たっての、実施機関
との距離のとり方も優れているのだ。言うまでもないが、もし実施機関とまったく無関係では必要なデー
タを収集することができないであろうし、だからといって実施機関から多大な支援を受けたとなれば批判
的な研究をするには支障をきたそう。その辺りのバランス感覚を著者は、先立ってした、タイ国の医療制
度に関する調査経験などによっても十分、身につけているのであろう。現に、2002年 JICWELS（国際厚
生事業団）の国間援助海外専門員としてカンボジアの社会保障・社会福祉に関する調査をした折に、い
ち早くMOSAVY（Ministry of Social Affairs Veterans and Youth Rehabilitation）―略して福祉省とも呼
ばれる―に有力な人脈をつくり、この人脈を通して、プノンペン在住の JICA専門家とも知りあい、その
専門家の信を得たおかげで本論文のもとになった追跡調査も可能になったのであるが、一方、これら何度
かの現地調査に要した費用は全て“科研費”に類する自前の資金によって賄っているのである。
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以上、本論文がもつ大まかな意義と著者の調査者としての資質について述べたが、以下に各部各章の論
述に即した、より詳細な評価を論じよう。
本論文の構成は部章および序論と結論から成っている。まず序論では、開発途上国の社会政策を論
じる従来の研究論文には、その社会政策が対象とする問題を、抽象的・理論的に説明する「分析的研究」
が意外に少ないことが述べられ、本研究の「独創性」と併せて「研究対象としての魅力」が論じられてい
る。確かに、先述した通り、本論文が対象とする CVAP は、特に日本国が最終段階まで関与した唯一の
ドナー国であったこと、ましてや、もとポル・ポト軍に加わっていたような兵士が、果たして地域社会に
「再統合されるか否か」まで見通して書かれた報告論文は日本語で公刊されたもの以外にはあり得ないわ
けで、その点に限定しでも、それら日本語の報告論文を主な批判対象にしている本論文は、今後の国際比
較上の検討資料としても貴重なものだと評価できよう。
続く第ｌ部は章から成るが、そのうちの第
章、第章では、まずポスト・コンフリクト国一般の国
家DDR（Disarmament Demobilization and Reintegration）政策に関する先行研究が紹介され、次いでカ
ンボジア国軍の沿革を歴史的にたどりながら、CVAP の特徴、並びに特有の政策課題などが詳述される。
この
、章では、要は、CVAP の背景を論じ、それに基づいてプログラム全体の位置づけがなされた
訳であるが、そのために必要な文献及び資料について、まずは過不足なく吟味されたと評価できる。加え
て、この背景や位置づけを検討する中で、CVAPを、その課題達成の成否という観点から問いかけるべく、
次のつの視座を明示し、続いて論じられる第章、仮説検証の分析方法論へとつないでいく論理的な運
びの良さも高く評価したい。つの視座とは、① CVAP が一定の課せられた課題を達成しているか否か
という「政策課題達成という視座」からの考察。②「支配システムの（つまりはガバナンスの一つと位置
づける）視座」からの考察。そして③は CVAP の政策目標である社会再統合を「持続的な社会福祉の実
現という視座」から考察する方法である。この段階で著者は、E・フリードベルク、及びその翻訳者であ
る船橋晴俊氏の「組織の戦略分析」に学び、「システム／行為者」という構造的な捉え方を援用して、本
論文の主要部分となるつの仮説を導き出している。もう少し詳しく言えば、「システム→政策策定者」
の側からの視点と「行為者→政策対象者（除隊兵士）」の側からの視点の、つの視点の対立、ずれ等を
考慮した点、さらに戦略分析の視角から各当事者の政策に対する対応を構造化された場（現地）における
「合理的な選択＝戦略」として把握し、除隊兵士の対応（年金受給権を売り渡すような行為ですら）も、
生き残るためには「合理的」であったことを実証することによって、政策の「失敗」ないし政策立案時の
見通しの甘さをも論証しようとした点などに、このつの仮説のねらいがよく表わされているのである。
もとより組織社会学は現代社会における組織の分析をその主題としているが、戦略の成否を主要な要因
に分けて分析していく手法は、途上国の社会政策である CVAP を議論する際にも有効であるばかりか、
そうした視点からの「分析的研究」がこれまでなかったという意味においても貴重な試みであったと評価
できよう。ただし、第部各章に割りふられるつの仮説を提示する前に、ここにいう「分析的研究」と、
我われ評者が本論文を全体としては「実践的研究」であると評定している、その間の事情について若干の
説明を加えておきたい。一般に「学問と実践」ないし「認識と実践」という問題軸を立てるとき、それは
学問ないし認識の結果をどのように実践に生かすか、あるいは実践の観点に立てばどのような含意が「分
析的研究」の成果から引き出されるか、という発想で語られることが多いであろう。だが、本論文は、そ
の「分析的研究」に表わされた、いわば「学問の現場」から、JICA専門家の報告論文に現われた「実践
の現場」に直接向き合うという姿勢で貫かれている。簡単に言えば、「学問/認識→実践」という方向性が
主流を占めるなかにあって、本論文は「学問/認識←実践」という逆向きの方向性をもっているというこ
とであり、評者らは、かえってこの点に、本論文のユニークネスと特有の意義があると評価したわけであ
る。
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以上、説明した分析方法論から導き出されるつの仮説とは次のようなものであった。
仮説Ⅰ：除隊はリストラではなく、DDR計画における整合的な戦略である。
仮説Ⅱ：「除隊兵士の自立の失敗」すなわち「貧困への転落」は「兵士の脆弱性」ではなく政策の問題
である。
仮説Ⅲ：「自立」が成功している除隊兵士とそうでない除隊兵士の差は SC（社会関係資本）の有無であ
る。
続く第部のつの章こそ、本論文の中心をなす部分であるが、まず第章で、本論文が対象とするシ
アムリアプ州に焦点を当て、除隊兵士が帰郷する地域の問題が論じられる。そのうえで、2007年から2009
年にかけ、著者が、このシアムリアプ州の技能訓練を受講中の除隊兵士に対してし
、
た
、
聞きとり調査を踏ま
えて、第章、第章、第章の順に、上記つの仮説が論証されていく。すなわち第章においては、
もとポル・ポト軍に所属して、実際の戦闘にも関わった61名の除隊兵士への半構造化された聞きとり調査
によって仮説Ⅰが論証され、次の第章では、同じ技能訓練所（バンテアイチェス小学校）を借り切って
行なわれた126名に対するアンケート調査によって仮説Ⅱが論証されたのである。この126名に対するアン
ケート調査の結果が論文中表16に示されているが、ここに表われた除隊兵士の実情及び調査時に漏れ聞こ
えた生の声から、著者は―きちんと調査の限界を指摘した上で―政策に対する批判を行ない、問題点や課
題をも明確に切り取っていく。カンボジア政府ももっていないデータをもとにして、政策を検証していく
過程は、本論文で最もいきいきとした筆致で記述されている。
ところで、仮説Ⅲを論証する第章については少し説明が必要である。特に第部の第章で詳述され
るReferral System（以下 RS）の問題点を抜きにして、この仮説Ⅲを論証するのは困難だからである。そ
もそも CVAPでは、RSと呼ばれる社会再統合過程のセーフティネットが内包されている。これは除隊兵
士の自立を促す目的で「混沌とした福祉制度に明確な判断基準を提示し、それに基づいて公平・公正に優
先順位が決定されるよう制度化するという役割を果たす」ために設けられたシステムである。したがっ
て、カンボジアの復興を支援する立場の JICAからすれば、この RSさえうまく機能すれば除隊兵士の自
立を促進できるという思いがあった。しかし実態はどうか。著者によれば、実際に自立できるかどうか
は、RS自体の問題というよりは、RSを施行していくうえでの SC（社会関係資本）の有無が決定的な意
味をもつということになる。第章では、このことが、技能訓練を受講した後、現に地域社会で暮らして
いる名の元兵士（
人はその妻）からの自由な聞きとりによって論証された。ここで気付かれた SC の
重要な意味合いが、第部のつの章へと引き継がれ、さらに敷衍して論じられるのである。
まず第章では、RSの問題点と併せて、自立支援政策の負の側面、すなわち「自立」こそが援助依存
を断ち切り、望ましい個人を創り上げるという「自立イデオロギー」についても議論され、それは就業な
ど安定的な生活への環境が整った社会でこそ初めて可能になるのであって、政治・経済的に弱い基盤のカ
ンボジアの農村では、自立イデオロギーはむしろ生活困窮者を差別化する切り札ともなる点が、具体的な
例を吟味することによって実証された。ことに障害をもったような人は、家族ぐるみや地域ぐるみで自立
を目指すのが普通であろう。両足切断のような重い障害をもっているにもかかわらず、年金や家族ぐるみ
の協力体制のおかげで、何とか自立している人がいる一方で、健常者であるにもかかわらず、支給された
一時金や生活支援物資を使い果たし、家族や地域からも孤立して途方にくれている人もいる。JICAの専
門家といえども、支援政策の帰結をここまで追跡して考察することはできなかった以上、本論文が、この
辺りで行なっている「自立支援」とは何かという問いかけには重いものがあるだろう。続く第章では、
近年の SCについての議論を整理した上で、カンダール州のあるコンミューンでの取り組みを事例として、
その SC の新たな展開の可能性が論じられている。元来カンボジアにおける福祉は家族、親族などによる
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ボンディング（結合型）な SC と、仏教寺院を中心とした「施与」によって担われてきたが、歴史の章で
も述べられているようにポル・ポト政権時代に村落間の強制移動が頻繁に行われ、仏教寺院等も悉く破壊
されるなどしたため、村落における地縁・血縁などの原初的な SC が貧困者のセーフティネットにはなり
にくい現状がある。CVAPが施行された時点では復興支援もある程度進み、ボンディングな形の SC も一
部では期待できるものの、現在のカンボジアの貧困の現状を考える時、より基盤の安定した、かつより包
括的なセーフティネットが必要である。本章ではこうした現状を述べ、むしろ地域共同体と、政府や
NPO、NGOなど外部機関の働きかけとをブリッジングする接合型の、新たな SC が創出され展開してい
く過程にこそ、今後のカンボジアの貧困削減と人的資源の構築という未来が見出されるのではないかと述
べて締めくくられている。
紛争は大々的に語られ、それによる難民政策、被災者政策、貧困政策などについては一般の認知度も高
く、NPO、NGOなどの協力体制も得られやすい。しかし、紛争に関わった兵士達のその後に関してはほ
とんど知られていないのが現状である。さらに、その後の兵士達と地域住民の確執、そして、それを経て
共に生きる地域社会を構築していくという視点は、単に「貧困の削減」「生活の安全保障」という次元を
超えて、現在、どのポスト・コンフリクト国に対しても強く求められる課題と解決策を示唆しているので
ある。
以上から、我われ評者は次のように結論する。
本論文において著者は、カンボジア国軍除隊兵士に対する自立支援政策（CVAP）に関して、多岐に
わたる文献の渉猟、困難な状況下での綿密なインタビュー調査、そしてソーシャルキャピタル（SC）
論を軸とした社会再統合の分析を行ない、ポスト・コンフリクト国における社会福祉政策に関する貴重
な視座を提供した。博士論文にふさわしい、実践的研究論文である。ただし、福祉政策論一般がそうで
あるように、本論文は社会学という
ディシプリンの枠を超えて、政治学、法律学、そして経営学など
多くの領域をカバーする結果になっている。よって授与される学位は学術博士とするのが至当であると
判定する。
なお、本論文は2011年度中に公刊されることが、世界思想社との出版契約中に明記されている点を指摘
して審査報告を了える。
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